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　第 1は，総人口の減少である．今後半世紀の間に日本の総人口は約 3分の 2まで減少する．ま
た，2010年の死亡者数は 120万人，出生数は 107万人（差引 13万人）であるが，2035年から
2060年の減少数を 25年で割ると約 100万人となる．毎年 100万人もの人口減少が生じるのは，
高齢化に伴う死亡者数の増加と出生数の減少の 2つの要因による．たとえば，2040年の死亡者
数は 167万人，出生数は 67万人であり，総人口は差し引き 100万人減少する．死亡者数はこの































































































介護費は医療費の伸び以上に大きく，2013年度から 2025年度にかけて年平均 3.4％（国民 1人
表 2：人口要因のみを考慮した 2025年度の国民医療費の推計
年　度 2013年度 2025年度
年齢区分 人　口 国民医療費 人　口 国民医療費



























年齢区分 人　口 介護給付費 人　口 介護給付費










































から 2030年にかけて，医療（介護を含む）・福祉の就業者数は 747万人から 962万人に増加す
る．一方，労働力人口は 2014年の 6587万人から，2030年には 6362万人（「ゼロ成長，労働市
場への参加が進まないシナリオ」の場合は 5800万人）まで減少する．このため，労働力人口に






















けではないことも間違いない．国民 1人当たりの経済的豊かさは「GDP / 総人口」で表される
が，これは次のように分解できる．
　　　GDP / 総人口 ＝ （GDP / 労働力人口）×（労働力人口 / 総人口）


























































































































ら 64歳，老年人口が 65歳以上というのは社会実態に合わない．このため，生産年齢人口を 20歳から
69歳，老年人口を 70歳以上とした場合の老年従属人口を試算すると，変化のピッチはやや緩和される


















10）たとえば，United Nations Population Division (2015) World Population Prospects: The 2015 Revision.
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